
 

 

経営発達支援計画の概要 

実施者名 

（法人番号） 

羅臼町商工会（法人番号：５４６２５０５００００２８） 

羅臼町   （地方公共団体コード：０１６９４２） 

実施期間 令和４年４月１日～令和９年３月３１日 

目標 

１．小規模事業者の活力を取り戻すため、売上増及び新規顧客獲得のための

取組を伴走して支援します。 

２．「知床らうす」ブランド認証品制度を活用した商品・サービスの開発によ

り新たな需要開拓を支援します。 

３．魅力ある商店街の再生により、まちの賑わいを創出します。 

事業内容 

経営発達支援事業の内容 

３．地域の経済動向調査に関すること 

（１）国が提供するビッグデータ（ＲＥＳＡＳ）の活用 

（２）地域経済動向調査情報の収集及び提供 

（３）観光経済動向調査情報の収集及び提供 

４．需要動向調査に関すること 

（１）地域資源を活用した商品・サービス開発に伴う消費者ニーズ調査実施 

（２）物産展・商談会等でのアンケート調査の実施 

５．経営状況の分析に関すること 

（１）巡回訪問等による経営分析支援対象者の掘り起こし 

（２）経営分析ツールを活用した経営状況の分析支援 

６．事業計画策定支援に関すること 

（１）ＤＸ推進セミナーの開催とＩＴコーディネータの派遣 

（２）専門家との連携による事業計画策定セミナーの開催 

（３）巡回訪問等による事業計画の策定支援 

（４）事業承継に係る事業計画策定支援 

（５）創業に係る事業計画策定支援 

７．事業計画策定後の実施支援に関すること 

（１）定期的な巡回訪問による事業計画策定後のフォローアップ実施支援 

（２）事業承継・創業者へのきめ細かなフォローアップ実施支援 

８．新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 

（１）商談会等出展支援による新たな需要開拓支援（ＢtoＢ） 

（２）ＩＴツール活用による新たな販路開拓支援 

12．地域経済の活性化に資する取り組みに関すること 

（１）「知床らうす特産品販売振興会」等への参画 

（２）地域資源を活用した「知床らうす」ブランドの普及推進 

（３）町内飲食店等の魅力を積極的に発信した地域活性化 

（４）地域イベントによる地域活性化 

連絡先 

羅臼町商工会 

   住 所 〒086-1832 目梨郡羅臼町船見町 46 番地 1 

電 話 0153-87-2300  ＦＡＸ 0153-87-2579 

E-mail rausu-shoukoukai@siretoko-rausu.com 

羅臼町 産業創生課 

住 所 〒086-1892 目梨郡羅臼町栄町 100 番地 83 

電 話 0153-87-2126  ＦＡＸ 0153-87-2916 

E-mail shiretoko-rausu120@rausu-town.jp 
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（別表１） 

経営発達支援計画 

経営発達支援事業の目標 

１．目標 

（１）地域の現状及び課題 

①羅臼町の概要 

ア．地勢・立地条件 

羅臼町は北海道の東北端、知床半島の東側に位置し、南は植別川を境に標津町に接し、東に北方領

土の四島の１つである国後島を望み、西北一体は標高1,661ｍの羅臼岳を最高峰とする知床連山を境

に斜里町と接しております。 

町の面積は397.72ｋ㎡で、南北に約64.0ｋｍ、東西に約8.0ｋｍと細長い地形で、町域の約95％が

森林で占められています。 

海岸線から標高差が大きいため平地が少なく、川沿いに広がる平地と海岸沿いの平地に集落が形成

されています。また、半島突端に向けて急峻な海岸線が多く、岬町が集落形成の東端となり、その先

の相泊以北は道路も整備されてないため、交通手段も海上輸送に頼らなくてはなりません。 

気候は、令和2年の年間平均気温が6.6度、月別平均

気温は2月が最も低く-4.9度、8月が最も高く18.4度、

海洋の影響を受けて寒暖の差が少なく、また、降水量

は令和2年の月平均が116.0㎜で、近隣地域と比較して

も大きく上回り、全道でも有数の多雨地帯です。 

周辺地域との広域道路体系は、標津～羅臼間を結ぶ

国道335号と、斜里～羅臼間を結ぶ国道334号によって

形成されていますが、国道334号は冬季閉鎖のため、

国道335号が広域的な社会経済活動を担う唯一の通年

期間道路です。 

道東地方最大の都市である釧路市までは約160km

（車で約3時間）、道都・札幌市までは約510km（車で

約7時間（高速道路使用））に位置しています。 

 また、町中心部から車で１時間程度の距離にある中

標津空港には、新千歳空港、東京羽田空港との直行便

が発着しています。 
イ．人口 

羅臼町の人口は、町制施行後の昭和40年国勢調査に

おける8,931人をピークに、その後は年々減少傾向となっています。特に昭和45年～昭和50年にかけ

て大きく減少し、その後、昭和50年～昭和55年までは横ばい状態、昭和55年以降、再び減少傾向とな

り、徐々に人口減少率が大きくなりました。 

世帯数は、昭和45年～昭和50年にかけての人口減少にもかかわらず増加傾向となり、昭和55年に

2,804世帯とピークを迎え、以降、減少傾向を示し、平成12年には世帯数2,355世帯に対し人口が7,000

人を割りました。令和2年3月末における住民基本台帳によると、人口4,803人、世帯数2,048世帯、1

世帯当たりの世帯人員は2.34人となり、町外流出などによる更なる人口減少、少子高齢化が今後の課

題となっています。 

人口推計では、当町の令和2年の人口4,803人に対し、国立社会保障・人口問題研究所の推計では2040

年に2,861人、2060年には1,392人になると推計されています。 

当町は、将来の人口を 2060 年で 2,300 人を維持できるよう、主要産業である漁業の振興と観光の

振興、さらに少子化対策を軸として、若者の雇用の場の確保と合計特殊出生率の上昇を目指し、若い

世代が将来に希望を持てるまちづくりを推進しています。 

 

羅臼町 
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                           （出典：住民基本台帳） 

 

 
                              （出典：住民基本台帳） 
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②地域産業の現状と課題 

ア．基幹産業 

 羅臼町の基幹産業である漁業は、古くは江戸時代の安永年間より漁場の開拓が始められ、太平洋と

オホーツク海の交錯する、世界でも屈指の水産資源豊富な海により発展を続けてきました。 

 しかしながら、主力であったスケトウダラ漁を中心として平成2年に253億円の水揚高を記録したの

を境に急激に落ち込み、年によって変動はあるものの過去5年の水揚高平均は84.3億円となっていま

す。 

 現在は特に、主要魚種であるスケトウダラや秋さけの不漁が続いており、刺網漁業においては依然

として厳しい現状にあり、平成27年には、漁業種間の格差是正や経営の安定を図るための漁業種類の

転換、漁協組合員の脱退を含む大規模な漁業再編が進められています。 

また、漁業協同組合の方針としても「育てる漁業」へとシフトチェンジを図っており、年々取扱い

が増えている「ほたて養殖」に着目するなど、半永久的な町の収入源の確保に尽力しています。 

道の駅に併設された羅臼漁協直売店「海鮮工房」は、観光客をはじめとした一般消費者にも直接提

供されており、漁業経営安定のため、ブランド化などによる更なる羅臼産魚介類のＰＲや消費の拡大

が求められております。 

 
                               （出典：羅臼町 産業創生課） 

 

 
（出典：羅臼町漁業協同組合） 

 

 

イ．商工業 

商業について、商店数は昭和63年の111店舗をピークに年々減少し、平成9年以降ほぼ横ばいに推移
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していたものの、平成16年の90店舗から平成26年には65店舗と大きく減少しました。一方、販売額に

ついては平成6年の99億円から緩やかに上向きに推移しましたが、平成26年には109億円と平成19年よ

り減少したものの、ほぼ横ばいとなっています。 

しかしながら、地理的条件から町内消費に売上の中心を置かざるを得ない各店は、生活圏域の広域

化に伴う町外大型店への購買力流出の拡大による影響を大きく受けているのが現状です。 

工業については平成25年から令和元年にかけて、事業所数、出荷額ともに若干の落ち込みはあるも

のの、ある程度安定的に推移していますが、基幹産業である漁業の関連業種となる水産加工業は低次

加工が主体であり、付加価値化が進展していない状況となっております。 

これらの状況から、商工業に求められているもの（課題）として、①域外への購買力流出の抑制、

②創業及び事業承継による商業機能の維持、③地域資源を活用した商品開発が挙げられます。 

 
（出典：工業・商業統計調査） 

ウ．観光業 

平成17年7月に知床が世界自然遺産登録されてから、宿泊施設の新設や増改築、観光船の新規参入

など、民間事業者による観光事業の拡大が進められてきましたが、観光客の入り込み状況は世界自然

遺産登録の平成17年度は前年比6％増加したものの、平成18年度は予想推計を下回り、以後減少傾向

となっております。また、観光客の入り込みに対する宿泊率も平成30年度以降は10％を下回り、依然

として通過型の観光であります。 

一方、道の駅への入り込みは、令和2年では新型コロナウイルスの影響もあり7.5万人程度と極端に

落ち込みましたが、平成30年度以前は15万人程度（知床羅臼町観光協会調べ）と安定的に確保されて

いた状況です。 

コロナ禍以前では観光船事業が好調であり、ホエール・バードウォッチングや流氷観光に国内外か

ら多くの観光客が訪れています。しかしながら外国人の宿泊者は増加しているものの、全体的な観光

客の滞在型にはつながっておらず、観光客の宿泊数は減少傾向にあります。 

 当町のインバウンドによる観光客は主にアジア圏（台湾、中国、香港、シンガポール等）であり、

中でも台湾、香港からのツアー客は平成30年度まで増加傾向にありました。しかしながら令和元年度

は新型コロナウイルス感染拡大の影響により1,700人（対前年比▲25.2％）、令和2年度においては、

インバウンドの入り込みはゼロに近く、観光船事業はもとより宿泊業や飲食業に甚大な影響をもたら

しました。 

 このような現状から、年間を通じて町内で最も集客率の高い「道の駅」へ来訪される観光客を、町

内へ滞在させる観光スタイルへのシフトが求められており、町内滞在観光客を増やすことで飲食店や

小売店への波及効果が生まれるよう、地域の魅力発信機能の向上が課題となっております。 

 併せて、新型コロナウイルス感染症の影響により失われてしまった観光客（道内・国内及びインバ

ウンド）を取り戻すため、ポストコロナを見据えた観光客受け入れ環境の整備も重要課題のひとつ

と捉えております。 
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（出典：羅臼町 産業創生課） 

 

 
（出典：羅臼町 産業創生課） 

 

 

③小規模事業者の現状と課題 

 令和 3年 4月現在における商工業者数及び小規模事業者数は 252 者（商工会独自調査）であり、第

１期経営発達支援計画当初と比較して 47 者（年間平均 9.4 者）の減少となっております。 

大きな要因として、事業主の高齢化や、後継者候補となる親族の町外転出等による後継者不在、第

三者承継（Ｍ＆Ａ）に対する認識不足等により事業承継が進まず、廃業が増加していることが挙げら

れます。 

 また、地域内消費購買力について、生鮮食料品に関しては町内に点在するコンビニチェーン店や小

規模な商店が利用されていますが、当町から車で一時間程度の距離に大型商業施設が多数営業してい

る中標津町があり、車社会の進展や買い物のレジャー化も相まって、若年層を中心に買回品や日用品

の消費購買力流出が続いております。 

 更には、新規創業者の減少もあって空き店舗も増加してきており、商店街の集客力減少に伴う衰退

が深刻さを増しています。 

なお、新型コロナウイルス感染拡大については、町外から観光客を呼び込み「地域外から外貨を稼

ぐ」経済環境の当町において、影響は甚大です。 

国内観光客はもとより、国外の渡航制限等によるインバウンド観光客入り込み数についても大きく
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減少しており、対面によるリアル販売等の従来の事業スタイルでは、コロナ禍による経済環境変化に

対応しきれていない状況が続いております。 

これらの現状から、まずは円滑な事業承継、第三者承継への対策として、候補者の掘り起こしに向

けた取り組みが課題となっております。 

また、新規創業者数は少数に留まっており、創業希望者の掘り起こしから、資質向上への取り組み

をはじめとした創業者支援も必要です。 

なお、既存の小規模事業者に対しては、消費購買力の地域外流出への対策等により、売上増加や利

益確保に向けた支援が求められております。 

以上のとおり、めまぐるしく変わる経営環境と、ポストコロナを見据えた経営体制の整備に取り組

むことによる小規模事業者の事業継続、ＩＴの活用等新たな取組による地域内外の需要の取り込みが

課題です。 

 

羅臼町の商工業者数等の推移（第１期経営発達支援計画策定時との比較） 

 業種 
建設業 製造業 卸売業 小売業 

飲食 

宿泊 

ｻｰﾋﾞｽ 

業 
その他 合 計 

事業所数  

平成28年4月 

商工業者数 21 36 10 50 72 39 71 299 

小規模事業者数 21 36 10 50 72 39 71 299 

商工会員数 17 32  4 43 40 20 24 180 

令和 3年 4月 

商工業者数 20 32  8 38 46 35 73 252 

小規模事業者数 20 32  8 38 46 35 73 252 

商工会員数 17 25  5 37 31 16 25 156 

 

 

 

（２）小規模事業者に対する長期的な振興のあり方 

①１０年程度の期間を見据えて 

 国立社会保障・人口問題研究所の推計によると、10 年後の当町人口は 4,803 人（令和 2 年 3 月末

現在）から 3,791 人（▲1,012 人）に減少することが予想されています。さらに購買力の流出や事業

者の高齢化、後継者不足等により、小規模事業者の廃業件数増加が予想され、町内の商業環境の機能

低下が懸念されております。 

 また、新型コロナウイルス感染症の影響もあり、地域を取り巻く経営環境・経営スタイルが大きく

変化してきております。 

 当商工会では、地域コミュニティの維持を図るため、羅臼町や関係機関と連携を行い、創業や事業

承継、経営力の向上を支援し、小規模事業者の減少を抑えて商業機能を維持していくと共に、地域資

源を活用した商品やサービスの推進と情報発信等による小規模事業者の持続的な発展と地域経済の

活性化を目指します。 

これらを踏まえ、今後１０年程度の期間を見据えた振興のあり方として、次の通り定めます。 

 

 「地域資源を活用した新たな取り組みによるまちのにぎわいの創出」 
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②羅臼町総合計画と連動性・整合性 

 当町では「羅臼町第 7期総合計画」（平成 28 年度～令和 5年度の 8年間）及び「第 2期羅臼町総合

戦略」（令和 3年度～令和 7年度の 5年間）の二本柱により、『人口減少問題に特化した施策の展開』

に取り組むこととしており、その実現に向け 4つの基本目標が掲げられております。 

 前述した「小規模事業者に対する長期的な振興のあり方」では、4つの基本目標のうち、商工業に

関する 2項目（基本目標１、２）で掲げる施策との連動性・整合性を図ることができます。連動・整

合する項目については、下記のとおりです。 

 

第 2 期羅臼町総合戦略 4 つの基本目標（一部抜粋） 

  基本目標１ 若い世代が安心して働ける魅力ある産業の振興 

  【基本的方向】 

 ○漁業を中心とした産業の活性化を目指します。 

羅臼漁協及び関係機関が一堂に会し、新たな取り組みを推進することで、地域経済を支える

漁業の確立を目指します。 

また、知床らうすブランド認証品制度やふるさと納税制度を活用し、全国における水産加工

製品の認知度の向上と消費を促進します。 

 ○若者が働きたいと思える安定した就業環境の整備を目指します。 

   地元で安定的な生活を営めるよう、既存産業の収益性の向上と新規産業の創出・展開を図る

とともに、町外企業の誘致に取り組み、雇用の創出を図ります。 

 

  基本目標２ 知床羅臼町の魅力を活かした移住、定住の推進 

  【基本的方向】 

  ○年間を通した交流人口の拡充を目指します。 

    羅臼町の魅力的な資源を活用した誘客を進めるため、観光関係団体と連携したＰＲやプログ

ラム開発を行い、交流人口の拡大を目指します。 

 

 これらの計画に示された基本目標は、前述の「①１０年程度の期間を見据えて」と方向性は同じで

あり、連動性・整合性は一致しているため、行政と商工会が共同で策定する第 2期経営発達支援計画

は小規模事業者の経営改善及び地域産業の活性化に大きく貢献することができます。 

 

③羅臼町商工会としての役割 

 羅臼町内には小規模事業者が 252 者（令和 3年 4月現在・商工会独自調査）おり、当会は地域密着

型支援機関として経営相談を受け、支援ができる組織です。 

また、当町の小規模事業者は、少子高齢化による人口減少、町外への消費流出等、厳しい経済環境

変化の中、各個店独自の経営努力により事業継続・維持をしてきております。 

第１期の経営発達支援計画（実施期間：平成 29 年 4 月～令和 4年 3 月）における主な取り組みと

しては、新たな需要の開拓に寄与する事業として東京・横浜の両卸売市場を会場に当町から 7者参加

による商談会を主催し、結果として 1者が新規取引先を獲得し、売上増加に即効性をもたらすと同時

に「知床らうす」ブランドの強みを認識いたしました。 

事業承継に対しては、親族内による事業承継相談に個別に対応しながら、専門家と連携してきめ細

かな支援を実施していきました。これにより後継者の事業運営に対する様々な不安要素が解放され、

廃業を回避して 1件の円滑な事業承継が図られました。 

 新しい取り組みを実現させるための事業計画策定においては、ものづくり補助金などの活用も含

め、期間中 17 件の事業計画策定に繋がりました。これにより、事業計画策定を通じて商工会との信

頼関係が深まり、更なる発展のための計画づくりにつながるなど、事業者や評価委員会からも高い評

価を得ています。 

 第 2期の本計画においては、展示・商談会への出展支援を継続するほか、コロナ禍を踏まえた新た

な取組として「インターネットを活用した販路開拓」や「観光客による外貨獲得のための観光客ニー
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ズ調査」等を実施し、小規模事業者の経営力向上に取り組んでいきます。 

 また、引き続き専門家との連携を密にし、あらゆるケースの事業承継支援を図りながら、廃業件数

の抑制、強いては商店街賑わいの維持に取り組んでいきます。 

これらの事業者に対し「小規模事業者に対する長期的な振興のあり方」に掲げた支援・対応策に関

する商工会としての役割は『経営環境変化を的確に捉え、事業者との連携をより密にし、事業者の目

標を可視化し実現するための支援』であると考えます。 

 また、支援遂行にあたっては、羅臼町の総合計画及び総合戦略と連動し、町の支援策を活用しなが

ら支援を実施します。 

 そのための目標と、その目標を達成するため実施する事業内容については、下記のとおりとなりま

す。 

 

（３）経営発達支援事業の目標 

 前述の「地域の現状と課題」「小規模事業者に対する長期的な振興のあり方」を踏まえ、行政や各

関係機関と積極的に連携を図りながら、今後５年間の目標を以下のとおり定め実施します。 

 

＜目標①＞ 

 小規模事業者の活力を取り戻す為、売上増及び新規顧客獲得 

地域人口の減少と比例して、地域小規模事業者の経済活動の活力も失われつつあります。しかしな

がら、その失われつつある活力の本質にあるものは、外部環境もさることながら、小規模事業者が「売

りたい」ものを供給する体制から、消費者が「買いたい」ものを供給する、という思考の転換が必要

であり、小規模事業者がそのことに気づき、行動していくことが必要です。 

したがって、小規模事業者が自らの経営課題を解決し、ＩＴの活用といった新たな取り組みによる

需要を取り込むことで売上や利益の向上につなげ、事業の継続を図ります。 

 【目標数値】 計画期間 5年間での支援先 25者において、売上総利益 3％以上向上 

 

＜目標②＞  

「知床らうす」ブランド認証品制度を活用した商品・サービスの開発による新たな需要開拓 

消費者の食に対する関心が高い中、地域の安心・安全な食材や特産品等を活用することによる安

心・安全な食の提供を検討するべく、消費者ニーズに対応した地域特産品の開発を行い、札幌市や東

京都といった大消費地への需要開拓を目指します。 

また、魅力あふれる地域資源を有効活用した「知床らうす」ブランド認証品制度を活用し、小規模

事業者と漁業者及び観光関連業者が連携し、羅臼の魅力を表現した商品開発やＰＲを通して、町外需

要の増加と外貨獲得を図り、小規模事業者の販路開拓と持続的な経営につなげていきます。 

 【目標数値】 計画期間 5年間での支援先 10者において、新規取引先 5件以上獲得 

 

＜目標③＞ 

 事業承継及び創業・第二創業による地域経済の維持・活性化 

 小規模事業者の事業承継・創業・第二創業の円滑な取り組みにより、早期の経営安定と持続的な発

展につなげていきます。 

また、地域経済の新陳代謝を促し、廃業による小規模事業者や空き店舗の減少を抑制することで、

小規模事業者数の維持を目指します。 

【目標数値】円滑な事業の承継と創業への支援  当町において事業承継 5件、創業 5件 

 

 以上の３つの目標の達成に取り組むことで、商業機能・雇用の維持と消費の町外流出を防ぎ、町民

が豊かに住み続けることができる町を維持するとともに、羅臼町の魅力を表現した商品開発を通じ

て、町外からの観光客の誘因を図り、地域経済全体に波及効果を行き届かせ、地域への裨益につなげ

ます。 
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経営発達支援事業の内容及び実施期間 

 

２．経営発達支援事業の実施期間、目標の達成方針  

 

（１）経営発達支援事業の実施期間（令和４年４月１日～令和９年３月３１日） 

 

（２）目標の達成に向けた方針 

 

目標①小規模事業者の活力を取り戻す為、売上増及び新規顧客獲得 

 小規模事業者に対する日々の巡回訪問をより強化し、地域経済動向・需要動向を活用して自社が置

かれている状況の把握と経営課題の抽出につなげ、専門家や各支援機関と連携しながら課題解決のた

めの事業計画策定を支援します。 

 策定した事業計画については、着実に実行されるよう、巡回訪問を定期的に行いＰＤＣＡサイクル

を回し実践することで、事業者の経営力向上を図るとともに、売上と利益の維持・拡大を図ります。 

 

目標②「知床らうす」ブランド認証品制度を活用した商品・サービス開発による新たな需要開拓 

 地域資源を活用した地場産品の開発及び既存商品の高付加価値化を図るため、地域内外への販路開

拓・新規顧客の開拓やビジネスマッチングの場として、北海道商工会連合会や関係機関等が実施する

展示商談会・即売会等に出展します。また、出展の際には、バイヤーを通じ消費者ニーズ・市場動向・

消費トレンド等を把握・分析して既存商品の販路拡大や新商品開発、新サービスの提供を支援いたし

ます。 

 また、地域資源には「知床らうす」ブランド認証制度登録品を活用し、地域ブランド、地域資源の

発掘と紹介を実施し、地域ブランドを確立するための支援を行います。 

 現在「知床らうす」ブランド認証品登録されている商品を購入された観光客等に対しては、アンケ

ート調査を実施し、アンケート集計結果を当該事業所へフィードバックします。内容によっては専門

家と連携しながら高度な課題解決につなげ、また製造業者への商品改良に係る提案を繰り返しながら

商品力の向上を図り、新規取引先の獲得につなげる支援を行います。 

 

③事業承継及び創業・第二創業による地域経済の維持・活性化 

 

 当町の小規模事業者の高齢化が進んでいるため、後継者の有無並びに事業継続の意思といった確認

を行い、状況把握に努めます。その後、詳細な経営状況の分析により経営資源や課題の抽出を行うと

ともに、それを事業者と共有したうえで専門家との連携を図り事業承継計画の策定を支援します。 

また、創業については、町や金融機関との情報共有を密に行い創業希望者の掘り起しに努めるとと

もに、専門家と連携して事業の先行きをしっかりと見定めたうえで、実効性の高い創業計画の策定に

つなげます。 

 

Ⅰ．経営発達支援事業の内容  

 

３．地域の経済動向調査に関すること 

（１）現状と課題 

  地域経済動向調査について第１期事業期間では、関係機関が発行する調査レポートや、北海道商

工会連合会が主体となって実施する中小企業景況調査報告書によるデータ等の収集により把握し

ていたものの、小規模事業者に対して広く情報の提供を行うまでには至っていませんでした。 

  また、地域経済の情報提供については、経営指導員が巡回訪問時において実施していましたが、

相談内容に応じて経営指導員が都度、必要な情報を入手し提供していたものの、結果として属人的

な取組みによるものでした。 
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  今後は、関係機関等により収集した調査結果を、地域内小規模事業者に対して情報提供できる仕

組みをつくり、ビジネスチャンスを売上増加につなげる支援を行っていくことが課題となります。 

また、より専門的な分析を行うため、国が提供するビッグデータ「ＲＥＳＡＳ」（地域分析シス

テム）を活用し、調査手法を改善して実施します。 

 

（２）目標 

項 目 
公表 

方法 
現行 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 

①地域経済動向情報の公表 
ＨＰ 

掲載 
― 4 回 4 回 4 回 4 回 4 回 

②観光経済動向調査の公表 
ＨＰ 

掲載 
― 2 回 2 回 2 回 2 回 2 回 

（上記 2 項目の現状として、情報収集に留まっており公表していなかったため、実績なしとしています。） 

 

（３）事業内容 

①地域経済動向調査 

内部資料、及び経営指導員が巡回訪問時に特定の事業者へ提供する情報として活用していた経済動

向調査資料を、地域の小規模事業者が外部環境として把握するための情報として、国内・道内・管内

と対比させる等整理し、年 4回公表・情報提供します。 

〔活用資料〕 全 国：中小企業景況調査報告書（中小企業庁） 

        北海道：中小企業景況調査報告書（北海道商工会連合会） 

        管 内：ビジネスレポート（大地みらい信用金庫） 

〔収集項目〕 住宅着工戸数、公共工事前払保証請負額、観光入込客数、水揚量・漁獲高、業種別

売上 DI、業種別収益 DI 

〔調査方法〕 上記資料を活用し、業界動向のデータを引用する手法により調査します。 

〔活用方法〕 商工会経営指導員が四半期毎に収集した情報を業種毎に取りまとめ、羅臼町商工会

ホームページ及び刊行物への掲載、窓口相談や巡回訪問により小規模事業者へ提供

します。 

 

②経済動向調査 

国が提供するビッグデータ「ＲＥＳＡＳ」（地域経済分析システム）による地域経済循環マップ等

と、羅臼町産業創生課が毎月公表している「観光入込客数」（北海道内外・外国人観光客、日帰り・

宿泊者数）データを抽出・分析し、年 2回公表します。 

〔調査手法〕 商工会経営指導員が「ＲＥＳＡＳ」及び「羅臼町観光入込客数」データを活用し観

光経済の動向分析を行います。 

〔調査項目〕 ＲＥＳＡＳ ：地域経済循環マップ･･･産業別の生産額や、別の産業に与える影響

等を分析 

               産業構造マップ  ･･･基幹産業である水産業や商工業全体の現状

等を分析 

               観光マップ    ･･･国内外の訪問客の導線や消費動向を分析 

        観光入込客数 ：北海道内外・外国人観光客、日帰り・宿泊者数、交通手段 

 

（４）成果の活用 

   分析結果については、羅臼町商工会ホームページへ掲載する他、地域小規模事業者への刊行物

郵送時に掲載、同封することで広く周知いたします。 

   分析データは電子データとして共有フォルダに保存することで組織的な共有化を図り、また紙

媒体に出力することで、巡回訪問時の経営相談を実施する際の基礎資料として活用します。 

   本分析データは、事業者の定性分析精度を高め、ビジネスチャンスを売上増加につなげるため、
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より効果的な事業計画策定に資することといたします。 

 

 

４．需要動向調査に関すること 

（１）現状と課題 

 〔現状〕 

 需要動向調査について第１期事業期間では、商談会出展等に係る個社支援においてバイヤーからの

情報収集や商品購入者へのアンケート結果を集計する形で事業を展開してきました。集計した情報を

もとに分析して得られたデータは地域商工業者へ提供し、事業計画策定する際への活用を図ってきま

した。ただ、新商品開発や新規取引先獲得等といった明確な目的に基づいた取り組みではなく、個別

商品を評価した一過性のものに過ぎない状況でした。 

 

 〔課題〕 

 第１期事業期間の状況を踏まえ、第２期事業期間においては、需要動向調査のあり方として「誰に」

「何を」「どのように」といった事業コンセプトを明確にした上で、マーケティングリサーチを行っ

ていくことが必要であり、その取り組みを定着させていくことが課題となります。小規模事業者が事

業を持続的に発展させていく為には、消費者が「買いたい」と思うような商品・サービスを提供して

いくことが必要である為、小規模事業者ごとに取り扱っている商品に対しての消費者の「声」を商品

に反映させていく取組みを行います。 

 

（２）目標 

項目 現行 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 

①地域需要動向調査の 

支援対象事業者数 
― 5 者 5 者 5 者 5 者 5 者 

②物産展・商談会等 

 アンケート調査 
― 3 者 3 者 3 者 3 者 3 者 

 

（３）事業内容 

①地域需要動向調査 

「知床らうす」ブランドの認証商品や、地域資源を活用した商品・サービス開発に伴う消費者ニー

ズを調査し、得られた情報を基に販促物の作成やＩＴ活用による販路拡大など、効果的な事業計画の

策定につなげていきます。 

併せて、観光客を対象として、観光関連のサービス改良等に活用を図るためのニーズも調査します。 

 

〔対象事業者〕 

・地域資源を活用した販路拡大に意欲的な小規模事業者 

・新商品開発・既存商品のブラッシュアップ等に意欲的な小規模事業者 

・「知床らうす」ブランドの認証を受けている、または認証を目指す小規模事業者 

〔サンプル数〕 

町内外の消費者 30 名 

〔調査手段〕 

飲食店や観光施設にて、開発中または改良を希望する商品やサービスを題材に経営指導員等

が地元消費者や観光客に聞き取りのうえ、来場者アンケートを実施 

〔調査項目〕 

調査項目については以下を基本にし、専門家の指導を受けながら事業コンセプトを明確化し

て設定する。 

属性（年齢、性別、居住地域等）、味、価格、色、大きさ、見た目、パッケージ、来町の目

的、同行者、地域イメージ、土産品のニーズ、地域特産品の知名度、旅行予算 等 
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〔分析手法〕 

調査結果は専門家に意見を聞きながら、経営指導員が分析 

〔結果の活用〕 

調査結果を経営指導員等が分析したうえで、当該事業者ならびに同様の事業計画策定事業者

等へフィードバックします。 

また、第一期事業の反省を活かし、専門家と連携を行い、高度で専門的なフィードバックを

行うとともに、小規模事業者自身に調査の意義や活用方法を認識していただき、より売れる商

品づくりへの仕組みづくりを行います。 

 

※「知床らうす」ブランド認証品制度は、羅臼町の農林水産物ならびに加工製品の中で優れたも

のを「知床らうすブランド品」として発信することにより差別化を図り、知床羅臼町の魅力を

全国に知ってもらうことで地域振興につなげていこうと考え、平成 28 年に制定された認証制

度です。 

登録事業所数は 21者、登録アイテム数は 45アイテム（令和 3年 10 月末現在） 

このうち小規模事業者 3者、10 品目程度。 

 
（引用：羅臼町ホームページ） 

 

②物産展・商談会等アンケート調査  

新規取引先の獲得・販路拡大のための物産展・商談会出店者の出展時においてアンケート調査を実

施し、新たな需要の可能性を検証します。 

収集し調査・分析したアンケート結果は、商品力向上につなげる目的で、専門家のアドバイスを受

けながら事業者へフィードバックします。 

  

〔支援対象〕 

・事業計画策定において、自社商品の開発や磨き上げによる新たな販路開拓が必要と判断され、

商談会等への出展に前向きな事業者 

・地域資源を活用し流通業者等への卸売りを通じて販路拡大を目指す事業者 

〔サンプル数〕 

出展した商談会等の来場者（バイヤー・消費者等） 50 名 

〔調査手段・手法〕 

来場者に対し試食を通じてヒアリングによる調査を実施。商品の形態（冷凍品等）により試

食ができないものについては、購入商品に調査項目が書かれたハガキを添付し、返信いただく

形で実施いたします。 

〔想定される商談会等〕 

(1)「北の味覚、再発見！」（主催：北海道商工会連合会）札幌市 

(2)「北海道産品取引商談会」（主催：北海道貿易物産振興会）東京・大阪会場 

〔実施時期〕 

(1)11 月上旬  (2)2 月上旬  

〔分析手段・手法〕 

調査・収集したアンケート結果は、経営指導員が分析を行います。専門的な判断が必要な場
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合は、専門家や関連する支援機関（北海道よろず支援拠点、北海道中小企業総合支援センター

等）と連携を図りながら分析を実施する。  

〔調査項目〕 

調査項目については以下を基本にし、専門家の指導を受けながら事業コンセプトを明確化し

て設定します。 

味、食感、見た目、大きさ（量）、素材、価格、商品本体またはパッケージ等  

〔分析結果の活用〕 

分析した結果は、経営指導員等が出展商品を取り扱う事業者に直接フィードバックし、既存

商品の改善や新商品開発に係る事業計画策定に活用します。また、他の出展事業者に対しても、

巡回訪問や窓口相談時において、フィードバックできる部分は利用し、既存商品の改善や新商

品に係る事業計画策定に活用します。 

 

５．経営状況の分析に関すること 

 

（１）現状と課題 

〔現状〕 

 経営状況の分析に関して第１期事業期間における支援対応は、小規模事業者からの要請によるもの

が多く、その内容の多くは金融相談や補助金申請関連によるものでした。これらの要請に対し経営指

導員による巡回や商工会職員による窓口相談等において適切に対応してきたものの、受動的な支援で

あったことは否めません。 

 また、金融相談や補助金申請関連以外で実施している「経営状況分析」は、財務分析中心によるも

のが多く、表面的かつ一面的なものとなっていました。また、小規模事業者においても日々の事業活

動の中で自社を見つめ直す機会を作れない状況となっておりました。 

 

〔課題〕 

 金融相談や各種補助事業の申請支援をした事業者の多くは、財務・非財務分析による経営課題の原

因を理解し、資金投入による課題解決が今後の売上増加につながる仕組みをある程度定量的に把握で

きています。このように財務・非財務分析により目標を持った事業者の経営意欲の高まりが消費者に

も評価され、分析結果以上の成果をもたらすものと感じております。 

 ただ、現状に記載のとおり、財務分析中心に行った事業者については、経営課題を把握する情報が

不足しており、経営課題解決に向けた事業計画策定時に行き詰まる場面もありました。 

以上のことから第２期事業期間においては、引き続き経営指導員を中心とした巡回訪問等により経

営分析の重要性の認識を深めるとともに、対象事業者に対して財務・非財務の両面から分析を行うこ

とで事業者の経営課題を把握し、事業計画策定への活用を図ります。 

 

（２）目標 

内容 現行 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 

経営分析事業者数 

（財務・非財務分析） 
12 者 15 者 15 者 15 者 15 者 15 者 

※現行の経営分析事業者数については令和 3年度実施の予測値です。 

 

（３）事業内容 

経営指導員を中心とした巡回訪問等で経営分析による課題抽出並びに課題解決のための事業

計画策定の重要性を説明することで対象事業者を掘り起し、財務・非財務両面からの経営分析を

行います。分析結果の提供により課題を特定し、その解決に向け支援を行います。内容によって

は専門家と連携し高度な課題解決に向けた取り組みなどを実施いたします。 

併せて、事業承継支援対象者の掘り起しのため、後継者の有無や事業継続についても確認し、

支援が必要と判断された場合は事業承継計画策定へ繋げます。 
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〔分析項目〕 

財 務 面：売上増加率（売上持続性）、営業利益率（収益性）、労働生産性（生産性）、EBITDA

有利子負債倍率（健全性）、営業運転資金、回転率（効率性）、自己資本比率（安

全性）等  

非財務面：経営ビジョン／経営理念／後継者有無／主要取引先企業の推移／組織体制／ 

強み・弱み／外部・内部環境／販売ターゲット 等 

〔分析手法〕  

経済産業省が提供している「ローカルベンチマーク」を活用し、経営指導員等が分析を行い

ます。また、高度な課題については専門家と連携して解決支援を行います。 

 

（４）分析結果の活用 

分析結果については、経営指導員が巡回指導をする際に当該事業者へフィードバックし、明ら

かになった問題点を解決するための事業計画策定に活用します。また、分析結果を内部共有する

ことで、経営指導員をはじめとした全職員のスキルアップ等に活用いたします。 

 

 

６．事業計画策定支援に関すること 

 

（１）現状と課題 

〔現状〕 

 事業計画策定支援に関して第１期事業期間では、巡回訪問やセミナー開催などを通じて事業計画策

定の必要性を訴えていましたが、上記経営分析と同様、金融相談や補助事業申請を前提とした事業計

画策定支援が大半を占めていました。 

 そのため、小規模事業者の真の経営課題の抽出などが不足していたほか、経営分析が十分に行われ

なかったことにより、自社の「強み」や「機会」等が不明確であったため、小規模事業者が事業計画

を計画どおりに実行していても、経営状況が上手く改善できなかったことが課題です。 

 

〔課題〕 

 巡回訪問の強化による対象者の積極的な掘り起こしが課題として挙げられ、また、新型コロナウイ

ルスによる環境変化への対応も課題と考えられます。さらに、より事業に直結した事業計画策定とな

るためには、事業者自身がその必要性を真に理解し、策定によって事業拡大につながることへの意欲

を高めてもらうことが必要です。第 2期事業期間では、そのような事業者数を増加させることが最大

の課題であるといえます。 

  

（２）支援に対する考え方 

 上記課題解決のため、経営分析で抽出した本質的な課題の解決を事業計画策定の軸とするほか、地

域経済動向・需要動向の結果を踏まえながら関係機関と連携して実効性の高い事業計画策定支援へと

改善し、小規模事業者にとって効果を実感できる事業計画の策定につなげます。 金融相談や補助事

業申請を前提としていた従来の策定支援はひとつのきっかけと捉えながら、巡回訪問により対象者の

掘り起こしと意識の醸成を図り、真の経営課題を抽出する内容をカリキュラムとした経営計画策定セ

ミナーを開催し、事業者が自発的に課題解決に向けた行動を起こせるよう、経営指導員が伴走し支援

を行います。  

 なお、新型コロナウイルス感染症等、経営環境が大きく変化する中で経営の維持・持続的発展を目

指すためには、事業計画策定の重要性や早急な対応が不可欠であることから、巡回訪問等により小規

模事業者に説明し、事業計画の策定につなげます。 

併せて、経営状況分析の際に掘り起こした事業承継を必要とする事業者に対し、「北海道事業承継・

引き継ぎ支援センター」等といった各種支援機関や専門家とともに支援することで、確実な事業承継

につなげます。 
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 また、創業予定（希望）者に対しては、創業にあたっての心構え、創業計画、羅臼町の「創業支援

事業」等を活用した町と一体となった支援を実施し、場合によっては日本政策金融公庫の「創業支援

資金」を活用するなど当該者に寄り添い、創業後のスムーズな定着、その後の経営持続化を支援いた

します。 

 加えて、現状で事業継続していくためにＤＸ等の新たな技術は必要不可欠であることから、事業計

画の策定前段階においてＤＸに向けたセミナーを行い、ＤＸへ向けたＩＴ活用の基礎知識の習得を図

るとともに、それらを活用した事業計画の策定により、小規模事業者の競争力の強化を図って参りま

す。 

 

（３）目標 

 現行 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 

①ＤＸ推進セミナー － 1 回 1 回 1 回 1 回 1 回 

②事業計画策定セミナー 1 回 1 回 1 回 1 回 1 回 1 回 

③事業計画策定事業者数 6 者 14 者 14 者 14 者 14 者 14 者 

④創業計画策定事業者数 － 1 者 1 者 1 者 1 者 1 者 

⑤事業承継計画策定事業者数 － 1 者 1 者 1 者 1 者 1 者 

 

（４）事業内容 

①「ＤＸ推進セミナーの開催・ＩＴコーディネータ派遣」の開催 

ＤＸに対する理解・意識の向上のため、ＤＸに向けたデジタル化・ＩＴ化を推進するセミナーを

開催し、ＤＸを取り入れた経営や競争優位性の確立につなげるための事業計画の策定支援を行いま

す。 

 〔支援対象〕 羅臼町内小規模事業者 

 〔募集方法〕 羅臼町商工会ホームページに掲載 

 〔講  師〕 中小企業診断士、ＩＴコーディネータ 等 

 〔回  数〕 １回 

 〔カリキュラム〕 

ＤＸの基礎知識、導入のメリット・方法、ＤＸ・デジタル化・ＩＴ化の関連ツールの紹介、

小規模事業者のＤＸ・デジタル化・ＩＴ化導入事例（経費削減・効率化・販路開拓等） 

 〔参加者数等〕２０者想定 

 

上記セミナーに参加し、デジタル化・ＩＴ化を含むＤＸの取り組み意欲の高い事業者については、

経営指導員等の巡回・窓口相談を通じたヒアリングを行い、ＩＴコーディネータ等の専門家派遣を

行って実効性の高い事業計画の策定を支援します。 

 〔支援対象〕 ＤＸセミナー受講者のうち、取り組み意欲が高いと経営指導員が判断した事業者  

 〔募集方法〕 巡回・窓口相談等でＤＸへの取り組み意欲の高さが伺えたセミナー受講者を指名 

 〔講  師〕 中小企業診断士、ＩＴコーディネータ 等 

 〔回  数〕 ３回 

 〔参加者数〕 ８名想定 

 〔カリキュラム〕ＤＸセミナーでのカリキュラムを高度化し、より実践的な内容 

 

②「事業計画策定セミナー」の開催 

〔支援対象〕 販路開拓や経営革新等の新たな事業展開、コロナ禍やポストコロナを見据えた経営

環境変化への対応に自発的に取り組む意思のある小規模事業者 

〔募集方法〕 商工会報及び羅臼町商工会ホームページへの掲載 
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〔実施回数〕 年１回  

〔講  師〕 中小企業診断士等  

〔カリキュラム〕 

事業計画策定の意義、効果、進め方、事例等 

即効性があり、事業者が策定して良かったと思える事業計画となるための支援 

〔参加者数〕 ２０名想定  

〔手段・手法〕 

外部講師（中小企業診断士等）との連携により、経営指導員が受講者に張り付きながら、着

実な事業計画につなげていくための支援を行います。なお、セミナー終了後は参加者アンケー

トをとり、事業計画策定への動機付けを確認するとともに、策定に自発的に取り組もうとする

事業者に対しては個別による相談に移行するなど、効果的な事業計画となるための支援を行い

ます。 

 

③巡回訪問等による事業計画の策定支援 

〔支援対象〕 「ＤＸ推進セミナー」及び「事業計画策定セミナー」参加者 

〔手段・手法〕 

セミナー参加者を対象に経営指導員等による巡回・窓口支援により確実な計画策定を支援

し、事業計画策定者数の増大と事業者自身の自発的な取り組みにつなげます。 

また、地域資源を活用した商品開発及び新たな需要開拓を目指す小規模事業者については、

商圏・ターゲットの設定等を踏まえた事業計画の策定を支援します。 

なお、相談案件に応じて専門家や関係機関と連携して、支援の効率化と質の向上を図ります。 

 

④事業承継に係る事業計画策定支援 

〔支援対象〕 経営分析を行った事業者のうち、事業承継の可能性のある小規模事業者 

〔手段・手法〕 

事業承継に対する支援として、経営指導員等が巡回訪問や窓口相談を通じたヒアリングによ

り中小企業診断士等と連携して個別相談等を実施し、円滑な事業承継に向けた計画策定支援を

行います。 

また、第三者承継（Ｍ＆Ａ）が必要な場合など、高度な課題については北海道事業承継・引

き継ぎ支援センターやよろず支援拠点等と連携したうえで事業計画策定を支援します。 

 

⑤創業に係る事業計画策定支援 

〔支援対象〕 創業予定者、及び創業後間もない小規模事業者 

〔手段・手法〕 

創業予定者や創業後間もない小規模事業者には、経営指導員等から創業（事業）計画策定の

必要性、効果、進め方、事例等を説明します。 

計画策定は日本政策金融公庫所定の創業計画書を基に実施し、羅臼町が運営する「空き家・

空き地バンク」による情報提供、当町における「創業支援事業」を活用しながら町との一体化

による支援を推進するとともに、中小企業診断士ほか専門家と連携し、実効性の高い事業計画

策定を支援します。 

 

 

７．事業計画策定後の実施支援に関すること 

（１）現状と課題 

〔現状〕 

 第１期事業期間において、事業計画策定後、巡回訪問による定期的なフォローアップを行い、高度

な課題の解決は専門家と連携するなど、支援を行ってきました。 

しかし、新型コロナウイルス感染症の影響により経済環境変化がめまぐるしい中、策定された計画
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によっては、新たな課題に対応しきれないなどの問題が発生した際、商工会がその事実に関して把握

しきれず、当初立てた計画が活かされていない面がありました。 

また、上記６「（１）現状と課題」に記載のとおり、金融相談や補助金制度申請を前提とした支援

先については、日々の巡回訪問における支援は行っていたものの、融資実行や補助金交付決定後の進

捗管理までには至っていない状況でした。 

  

〔課題〕 

 第２期事業期間においては、事業計画を策定し経営意欲が向上した小規模事業者に対し、継続的な

フォローを実施することで事業者自身が策定した計画の進捗を意識させ、当初想定していなかった経

営課題に対してどのような手段を執れば解決につながるのか、気づけるスキルを習得する必要があり

ます。 

また、全ての事業計画策定事業者に対する進捗管理を行う必要があるため、定期的かつ計画的な巡

回訪問による進捗管理を行い、新型コロナウイルス感染症など経営環境の変化に対応した計画修正な

ど、量・室ともにメリハリをきかせたフォローアップ支援の強化が課題となっています。 

 

（２）支援に対する考え方 

 小規模事業者自らが策定した事業計画が着実に実行されているか、経営指導員等の定期的な巡回訪

問により進捗の確認を行い、必要に応じて見直しなどの支援を行うことで、事業の円滑な実施につな

げていきます。 

 特に、事業承継計画並びに創業計画を策定した事業者に対しては、進捗確認の頻度を上げるといっ

た支援により、経営の安定化を図ります。 

 また、環境変化に対応すべく事業計画の変更を行う場合は、専門家との連携等により修正・見直し

の対応を迅速に行うこととし、事業計画の実効性を高めていきます。 

 なお、過去に策定した事業計画については、新型コロナウイルス感染症による経営環境の変化に応

じた見直しが必要であるため、過去の事業計画を基礎資料としながら、上記の考え方に基づいた支援

を行って参ります。 

 

（３）目標 

 現行 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 

事業計画策定 

フォローアップ対象事業者数 
6 者 14 者 14 者 14 者 14 者 14 者 

頻度（延回数） － 56 回 56 回 56 回 56 回 56 回 

創業・事業承継計画策定 

フォローアップ対象事業者数 
－ 2 者 2 者 2 者 2 者 2 者 

頻度（延回数） － 12 回 12 回 12 回 12 回 12 回 

利益率 3%以上増加の事業者数 － 4 者 4 者 4 者 4 者 4 者 

 

（４）事業内容 

〔支援対象〕 事業計画（事業承継計画・創業計画含む）を策定した全ての小規模事業者 

〔支援手法〕 定期的な巡回訪問による進捗状況確認のフォローアップ 

   事業計画を策定した事業者を対象として、四半期に一度（4 回/年）の経営指導員等の巡回

訪問により、策定した計画に基づき事業が着実に実行されているか、定期的かつ継続的な進捗
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確認を行います。 

   また、事業の進捗状況に応じて、補助金制度や制度融資など事業の推進に有効な支援施策の

活用を行い、着実な事業実施の支援をするとともに、経営環境の変化等による重点支援対象者

等については、進捗状況により巡回訪問回数を増やすなどしてフォローアップの強化を行うな

ど、臨機応変に対応します。 

併せて、地域資源を活用した新商品・新メニュー等を開発し販路開拓等を図る事業者に対し

ては、中小企業診断士やＩＴコーディネータ等、各分野の専門家と連携し巡回訪問等による支

援を実施します。 

なお、事業承継計画策定事業者については、承継までの期間に応じてＰＤＣＡサイクルの実

施体制を確立させるため、また、創業計画策定事業者については、経営基盤が不安定でありそ

の安定を図るため、それぞれ 2 ヶ月に一度（6 回/年）の巡回訪問により状況確認を実施しま

す。 

 

〔事業計画と進捗状況にズレが生じている場合の対処〕 

    上記のとおり、事業計画、事業承継計画、創業計画の策定事業者に対してフォローアップを

行った結果、進捗状況が思わしくない場合や、経営環境変化等による事業計画とのズレが生じ

ていると判断される場合は、専門家等の第三者視点を必ず投入し、当該ズレの発生要因及び今

後の対応方策を検討の上、フォローアップ頻度の変更等を行い、事業者の経営スキルの向上や

ＰＤＣＡが正常に機能するよう支援します。 

 

 

８．新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 

（１）現状と課題 

〔現状〕 

 第１期経営発達支援計画においては、「北の味覚・再発見」（平成 29 年度）に３者で出展し、商談

につなげました。また、令和元年度には羅臼町商工会主催による商談会を東京・横浜の両卸売市場で

実施し、７者が参加しました。結果として１者が新規取引先を獲得し、売上増加に即効性をもたらす

と同時に「知床らうす」ブランドの強みを認識いたしました。 

 地域内小規模事業者におけるＥＣサイト運用等については、巡回訪問等による聞き取りの中で関心

は伺えるものの、事業主の高齢化や人材不足等の理由により、実際に取り組んでいる状況にまでは至

っておりません。新型コロナウイルス感染拡大により遠方からの商圏がほぼ途絶えてしまった経営環

境の中において、近隣の限られた範囲に留まっている状況です。 

 

〔課題〕 

 催事の事前及び事後のフォローが十分に行き届いていなかったため、より効果的な事業とするため

の事前打ち合わせ及び事後検証を実施いたします。当町は漁業を基幹産業とする街であり、第１期の

計画においては結果として水産加工業者主体の商談会等となりましたが、より幅広い業種での事業支

援をしていくことが必要となります。 

 また、新型コロナウイルス感染拡大の影響で特に巣ごもり需要が増加したことで、以前にも増して

インターネットを活用した販売、ＳＮＳを活用した個社ＰＲが効果的に売上増加につながる環境とな

っております。この機会を活かせるよう、専門家と連携して事業者に対し、ＤＸ推進に向けた取り組

みが必要となります。 

 

（２）支援に対する考え方 

 第１期経営発達支援計画期間に引き続き、首都圏で開催されている既存の商談会・展示会等に出展

します。なお、出展にあたっては経営指導員等が事前・事後の出展支援を行うとともに、出展期間中

についても商品の陳列や接客など、きめ細かな伴走支援を行います。 

 また、幅広い業種を対象に販路開拓を支援するため、ＤＸに向けた取り組みとしてＳＮＳでの情報
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発信、ＥＣサイトの利用等、ＩＴを活用した営業・販路開拓に関する支援についてＩＴコーディネー

タ等と連携し支援を行います。 

 

（３）目標 

 現行 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 

①商談会等出展事業者数 2 者 3 者 3 者 3 者 3 者 3 者 

 成約件数／者 － 1 件 1 件 1 件 1 件 1 件 

②ＩＴツール活用事業者数 － 10 者 10 者 10 者 10 者 10 者 

 売上増加率／者 － 3％ 3％ 3％ 3％ 3％ 

 

（４）事業内容 

①商談会出店事業（ＢtoＢ） 

〔支援目的〕 

  自らのビジネスモデル再構築により、新たな取引先の獲得を目指している小規模事業者を支援

するため、商談会等への出展を支援します。 

 

〔想定する商談会〕 

 (1)「北の味覚、再発見！」（主催：北海道商工会連合会）札幌市 

  ア．概  要 商工会地域の特産品をバイヤー等流通業者に向けて販路開拓・拡大を図る商談会 

  イ．実施時期 １０月頃 

  ウ．訴求対象 道内大手百貨店（東急札幌店、三越札幌店等）、きたキッチンセレクトショップ

のバイヤー等流通業者（約１５０名） 

 (2)「北海道産品取引商談会」（主催：北海道貿易物産振興会）東京・大阪会場 

  ア．概  要 道内で生産された食品を関東及び関西地区での販路拡大を図る商談会 

  イ．実施時期 １月～２月頃 

  ウ．道内大手百貨店、高級食材店等のバイヤー等（約３００名） 

 ※実施主体及び実施時期は当面想定されている商談会等を記載していますが、小規模事業者とのヒ

アリング等において効果的な商談会への出展を支援していきます。 

 

〔支援対象〕 

  事業計画策定において、自社の商品力向上による新たな販路開拓が課題となった小規模事業者 

（主に「知床らうす」ブランド認証品を活用して商品開発を行った食品製造業を営む小規模事業者） 

 

〔支援内容〕 

   出展申込事務手続き支援／職員随行による試食補助支援／試食におけるアンケート収集支援

（パッケージ、量、価格に対する評価）／アンケート結果の分析・提供支援／商談時におけるプ

レゼンテーション力向上支援 等 

 

〔支援効果〕 

   経営状況分析（事業計画策定）において、自社商品のブラッシュアップにより販路開拓の必要

性が明確となった小規模事業者が、上記「４．需要動向調査」の結果を通じて磨き上げした商品

を戦略的に商談会へ出展することで、新規取引成立の実現可能性が高まります。また、アンケー

ト結果を分析し、レポートとして提供することで商品力の向上が図られます。さらに、事前に専

門家等と連携し、商談時におけるプレゼンテーション力を高める支援をすることで商談成立の可
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能性が高まります。 

 

②ＩＴツール活用による販路開拓支援 

〔支援目的〕 

ＤＸに向けたＩＴ化・デジタル化ツールの活用を行い、地域内外への新たな販路・需要の開拓

を支援します。 

 

〔支援対象〕 

ＩＴ・デジタルツールを活用した販路開拓に積極的な取り組みを考えている小規模事業者、商

談会等への出展が困難な小規模事業者 

 

〔支援内容〕 

ツール導入支援の際には、無料ホームページ作成システム等を活用し、スマートフォンから手

軽に閲覧可能なＰＲ戦略を推進します。 

また、専門家（中小企業診断士やＩＴコーディネータ等）と連携し、ＳＮＳ活用による情報発

信により、事業者の認知度向上や新規顧客の獲得を図り、売上増加につなげる取り組みを支援し

ていきます。 

作成したホームページ及び活用するＳＮＳは、「作成して終わり」「数回更新して終わり」では

なく、検証（必要に応じて改良）を繰り返しながら、より効果的で「生きた」ツールとなるよう、

専門家と連携し情報更新作業等の支援を行います。 

事業計画策定において、特にインターネットによる販路開拓が有効な小規模事業者や、新型コ

ロナウイルス感染拡大による巣ごもり需要を取り込む等、新たな販路獲得に意欲的な小規模事業

者への支援として、専門家（中小企業診断士やＩＴコーディネータ等）との連携による専門家派

遣や必要に応じてセミナー・個別相談会を開催し、ＥＣサイト作成支援を行います。 

ＥＣサイトには大手インターネットショッピングサイトへの参入といった「モール型」や、「自

社サイト型」等、事業者の状況に応じたスタイルによる活用支援を実施します。 

 

〔支援効果〕 

   ＳＮＳやホームページなどの活用により、リアルタイムかつ少ないコストで道内外やインバウ

ンド向けに情報発信が可能となり、来店や購買等の売上増加による新たな需要開拓につながりま

す。 

また、ＥＣ等のインターネット通信販売においては、販売チャネルの拡大による販路拡大や観

光客などのリピート購入による売上増加が図られます。 

 

 

Ⅱ．経営発達支援事業の円滑な実施に向けた支援力向上のための取組  

  

９．事業の評価及び見直しをするための仕組みに関すること  

（１）現状と課題 

〔現状〕 

  経営発達支援事業の成果・評価・見直しについては、外部有識者を加えた評価委員会を設置し、

年１回開催して進捗状況の確認及び事業の評価・検証を行って参りました。 

  

〔課題〕 

  第２期事業期間においては、引き続き、経営発達支援事業をより効果的に実施していくための取

り組みとして、ＰＤＣＡサイクルを適切に回していけるように評価委員会を開催します。 

なお、事業実施に係る進捗状況、各項目における成果の評価、次年度に向けた見直しのための分

析等、定量的に把握できる取り組みに対応していくことが課題となっております。  
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（２）事業内容 

羅臼町商工会会長及び副会長２名、事務局長と法定経営指導員のほか、羅臼町役場産業創生課長及

び係長、外部有識者として大地みらい信用金庫羅臼支店長で構成される羅臼町経営発達支援事業評価

委員会を年１回開催し、事業の実施状況、成果の評価、見直し案の提示等を行います。 

ここでの指摘等を基に計画見直しを行い、次年度以降の計画実施の方向性を見出すことでＰＤＣＡ

サイクルを適切に回していくことができます。 

なお、事業実施期間中の進捗管理については、新たにクラウド型経営支援ツール（shoko biz）活

用により、支援状況を定量的に把握する仕組み作りを構築します。 

 また、委員会での評価結果は、当会理事会へフィードバックするとともに、羅臼町商工会ホームペ

ージや商工会報等へ年１回掲載し、地域の小規模事業者が常に閲覧可能な状態にします。 

 

 

１０．経営指導員等の資質向上等に関すること  

（１）現状と課題 

〔現状〕 

第１期事業期間においては、北海道商工会連合会及び管内商工会連合会により実施される研修会、

中小企業大学校が実施する支援担当者研修会等への出席により、職員個々のスキルアップに努めて参

りました。ただ、習得したスキルの職員間共有については復命書の回覧に留まっており、参加者個人

に帰属している部分が未だ大きく、組織全体の支援力向上にはつながっていないのが現状です。 

  

〔課題〕 

 第２期事業期間においては、現状において実施されている支援能力向上を目的とした研修会への参

加は継続し、職員個々のスキルアップに努めることを前提として、経営指導員をはじめとする各職種

の職員において不足している支援能力の分析・把握をすることで、不足部分を補填するための効率的

な研修会の選定・受講への取り組みが必要となります。 

また、研修会受講後のＯＪＴ、定期的な職員会議による情報共有・意見交換を行うことで、習得し

たスキルが出席者個人に帰属することなく、結果として組織全体の支援能力向上に反映させられるよ

う取り組むことが課題となります。 

 第２期事業期間において事業者への支援項目に掲げるＤＸ推進について、相談・指導能力の習得・

向上を図り、組織的に支援能力を向上させる必要性があります。 

 

（２）事業内容  

①各種研修会等の積極的な活用と、支援機関との連携による支援ノウハウの習得 

 支援能力向上を目的とした、北海道商工会連合会や管内職員協議会、中小企業大学校等が実施する

支援担当者研修会への出席は、経営指導員をはじめ、補助員や記帳専任職員等が今後も継続して自発

的・積極的に参加します。新型コロナウイルス感染症による急激な経営環境変化への対応や、後継者

不足といった事業承継対策、地域資源活用による販路開拓支援等、地域の実情に合った研修テーマを

積極的に受講し、地元小規模事業者に即効性のある支援ができるようスキルアップに努めます。 

 また、より高度な小規模事業者のニーズに応えるため、専門家（中小企業診断士等）や地元金融機

関との連携しながら、実践を通じ具体的な支援手法を身近に学ぶことで、経営指導員等の支援スキル

向上につなげていきます。 

  

②定期的な職員会議実施による情報共有化 

 研修で得た支援知識やスキルが、当該研修会に出席した職員のみに帰属することがないよう、職員

会議を定期的（四半期に一度）に開催し、知識の共有化を図ります。また、日常の巡回訪問や支援時

の経験で得た支援ノウハウを組織内で共有し、各事業におけるＰＤＣＡについて協議することで、職

員の支援能力向上を図り、組織全体の支援体制強化につなげます。 
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③データベース活用による情報共有力強化 

 上記①による研修会受講等で培った支援スキルを、上記②による定期的な職員会議を通じ支援能力

の向上に努めることは、組織全体で経営発達支援計画を円滑に遂行していくことにつながります。 

日々の支援情報の管理や、支援進捗状況をデータ化し共有するため、クラウド型経営支援ツール

（shoko biz）を活用し、組織としての知識の蓄積を図ります。 

  

④ＤＸ推進のための支援能力向上 

 地域の小規模事業者にとって喫緊の課題である「ＤＸ推進」への対応にあたっては、経営指導員を

はじめ補助員、記帳専任職員等のＩＴスキルを向上させ、ニーズに合った相談・指導を可能にするた

め、ＤＸ推進取り組みに係る相談・指導能力の向上に向けたセミナーについても積極的に参加します。 

 

＜ＤＸ推進に向けたＩＴ・デジタル化への取り組み＞ 

○需要開拓関連への取り組み 

  無料ホームページ作成ツール・ＥＣサイト（自社型・モール型）・ＳＮＳの導入・活用方法等 

ＷＥＢ会議システムの活用によるオンライン事業 

○業務効率化関連への取り組み 

 クラウド会計・人事・労務・販売・顧客管理ソフト、キャッシュレス化 

 個人情報等のセキュリティ対策、確定申告・雇用保険・補助金等の電子申告 

○その他 

  ＷＥＢ会議システムの活用によるオンライン支援の方法等 

 

１１．他の支援機関との連携を通じた支援ノウハウ等の情報交換に関すること  

（１）現状と課題 

〔現状〕 

 第１期事業期間においては、北海道商工会連合会を通じ全道の各商工会等の具体的な支援事例につ

いて情報を入手するとともに、同管内商工会及び近隣管内商工会の経営指導員による定期的な会議を

通じ、支援ノウハウの情報交換に努めることができました。 

 一方で、高度な経営相談に対して派遣する専門家（中小企業診断士等）や、金融相談時における金

融機関との情報交換については、相談内容に限定した情報交換に留まっている状況です。 

 

〔課題〕 

 第２期事業期間において、既に情報交換の体制が整っている支援機関との連携体制は今後も維持す

ることを前提として、経営環境の変化が著しい現状において、高度な経営課題にスピード感をもって

取り組んでいくためには、支援機関や金融機関とのより一層の連携強化が必要となるため、そのため

の体制を構築いたします。 

 

（２）事業内容 

①他の支援機関との連携及び情報交換 

 事業計画策定や需要開拓、その他様々な経営課題に係る支援ノウハウ、支援の現状、新たな施策情

報等情報交換を積極的に行うことで、職員の支援ノウハウの向上を図り、小規模事業者の持続的発展

に向け経営発達支援事業を実施します。 

○北海道商工会連合会：年１回札幌市で開催される「全道商工会経営指導員研修会」や、管内単位で

実施される「根室管内職員協議会経営指導員連絡会議」において、情報交換を行います。 

○北海道経済産業局：年１回札幌市で開催される「全道商工会経営指導員研修会」において情報交換

を行います。 

○その他の支援機関：北海道中小企業総合支援センター、北海道事業承継･引き継ぎ支援センター、

よろず支援拠点、中小企業診断士等（随時） 
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②金融機関との連携及び情報交換 

 創業や第二創業、資金調達に関する支援ノウハウと、経済動向・市場動向等に関する情報交換を行

い、職員の支援ノウハウ向上を図り、小規模事業者の持続的発展に向けた経営発達支援事業を実施し

ます。 

○日本政策金融公庫国民生活事業：年２回実施されている「小規模事業者経営改善貸付団体連絡協議

会（マル経協議会）」や、年１回当会に公庫担当者が常駐し金融相談業務を行う「一日公庫」実施

時に情報交換を行います。 

○大地みらい信用金庫：年１回実施されている「羅臼町金融懇談会」や、同金庫支店長の当会への来

所時または経営指導員による同金庫への巡回訪問時（随時）に情報交換を行います。 

 

Ⅲ．地域経済の活性化に資する取組  

  

１２．地域経済の活性化に資する取組に関すること  

（１）現状と課題 

〔現状〕 

 第１期事業期間においては、地域活性化に資する取り組みとして、羅臼町や観光協会、羅臼漁業協

同組合との連携によるイベント事業への参画・実施、また関係諸団体との連携による観光振興、特産

品開発に係る委員会等への出席を行い、積極的な意見交換を行ってきました。しかしながら、特定の

事業実施に限定した協議への関与のみで、地域全体の活性化に向けた取り組みへの具体的な発展は図

っておりませんでした。 

 

〔課題〕 

 第２期事業期間においては、関係諸団体等への会議には引き続き参画し、日々の巡回訪問により収

集した小規模事業者の実情も踏まえ、地域経済活性化に資する事業の検討・協議を行っていく必要が

あります。また、当町の強みである多目的魚種を誇る水産資源を高付加価値商品として活用しながら、

既存の「知床らうす」ブランド認証品制度の基盤拡充のため、関係諸団体との連携により地域経済の

底上げを図っていく必要があります。 

 新型コロナウイルス感染症により失われつつある市街地賑わいを、コロナ以前のものに呼び戻すた

め、飲食店等の魅力発信機能を強化することで、新規顧客の開拓につなげていける取り組みを、地域

一体となって継続実施していくことが必要です。 

 

（２）事業内容 

①「知床らうす特産品販売振興会」等への参画 

 「知床らうす特産品販売振興会」をはじめとする各関係機関で構成される会議へ積極的に参加し、

地域経済活性化の方向性について協議するとともに、下記事業の取り組みについても認識を共有し、

事業を実施していきます。 

 ・知床らうす特産品販売振興会（四半期に１回程度） 

   参画者：羅臼町、羅臼町商工会、大地みらい信用金庫羅臼支店、釧路信用金庫羅臼支店 

 ・知床らうすブランド運営委員会（年２回） 

   参画者：羅臼町、羅臼町商工会、羅臼町観光協会、羅臼漁業協同組合 

       羅臼町水産加工振興協会 

 

②地域資源を活用した「知床らうす」ブランドの普及推進 

 「４．需要動向調査に関すること」で前述の通り、平成 28 年度より「知床らうす」ブランド認証

品制度がスタートしました。また、制度運用にあたり、町内の水産加工品製造販売業者 17 者（令和

3年 9月末時点）で構成される「知床らうす特産品販売振興会」には当会や地元金融機関 2行も参画

し、四半期に一度の委員会開催による積極的な意見交換が行われています。 
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 本制度制定から 5 年経過と日は浅く、未だ全国への認知度が高いとは言えない状況ですが、「地域

資源を有効に活用した独自の価値発信」「地産地消・地域ブランドの確立」を目標に、当町の基幹産

業である漁業を核として産業間の連携を強化していきます。そして、新たな産業の創出による商工・

観光業との一体的な振興につなげ、地域全体の活性化に派生していく仕組みを構築します。 

 また、「知床らうす」ブランド認証品制度の認知度向上は、ふるさと納税（当町における令和 2 年

度ふるさと納税額 412 百万円）の受け入れにも貢献できます。小規模事業者の売上向上を図ると同時

に、地域活性・地方創生・地域共生につなげていく取り組みを実施していきます。 

 

③町内飲食店等の魅力を積極的に発信した地域活性化 

 平成 17 年に知床半島が世界自然遺産に登録されて以降、羅臼町は国内外にその名が知れ渡り、例

年およそ 50 万人程度の観光客が訪れる北海道でも有数の観光地ですが、入り込み客数は年々減少の

傾向にあります。また、令和 2年度では新型コロナウイルス感染症の影響により、特にインバウンド

観光客の入り込み数が極端に落ち込みました。一方で、町内各事業所におけるツアー会社からの問い

合わせ件数は、依然として多い状況から、ポストコロナを見据えると国内外観光客のリバウンド需要

にも大きな期待を寄せることができます。 

 以上から、インターネットの普及が急速化している今日において、ＳＮＳやホームページ活用によ

る地域の強みである「食」や「体験」といった情報を、飲食店等を中心に積極発信していく取り組み

を実施します。さらには、特に現金による精算に対し慎重な姿勢を見せる傾向にあるインバウンドへ

の対応として、キャッシュレスツールの普及を町一体となって促進していくことで訪町者への「おも

てなし」につながり、結果として小規模事業者の持続可能な経営につなげていく取り組みを実施しま

す。 

 飲食店や観光業等の魅力発信が新規顧客の開拓や観光客入り込み数の増加につながり市街地の賑

わいが創出されるよう、地域全体の活性化に資する事業を継続して実施します。 

 

④地域イベントによる地域活性化 

 当町におけるイベント「知床開き」は、町外からも多数の観光客が訪れるイベントです。イベント

を通じ交流人口を増やすことで、地域活性化につなげます。 

 

・「知床開き」･･･世界自然遺産登録地「知床」の１年において最初に行われる、当町最大のイベン

ト。当漁港で水揚げされるホッケやタコなど種類豊富な海産物を、イベント会場

に設置された焼き台で焼いて食べることができるほか、歴史ある知床千人踊りや

郷土芸能の知床いぶき樽の披露、花火大会も実施されます。また、地元高校生考

案の「高校生チャレンジグルメコンテスト（北海道主催）」に出品したメニュー

を、地元高校生自らが販売するなど、羅臼町の未来創造への一翼も担っています。

（例年 6月開催、羅臼町 産業創生課主催） 

 

 引き続き当会、青年部、女性部参画による全面的なバックアップのもと、地域資源の積極的な活用

に取り組むとともに、関連事業者（飲食店や観光施設等）との連携を密にしながら、地域全体の経済

活性化、交流人口増加への貢献、地元商工業者との連携強化を図っていきます。 
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（別表２） 

 経営発達支援事業の実施体制 

経営発達支援事業の実施体制 

（令和３年１１月現在） 

 

（１）実施体制（商工会又は商工会議所の経営発達支援事業実施に係る体制／関係市町村の経営発達

支援事業実施に係る体制／商工会又は商工会議所と関係市町村の共同体制／経営指導員の関与体制 

等） 

 
 

（２）商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律第７条第５項に規定する経営指

導員による情報の提供及び助言に係る実施体制 

①法定経営指導員の氏名、連絡先 

 ○氏 名：留目 直樹 

 ○連絡先：羅臼町商工会 TEL.0153-87-2300 

 

②当該経営指導員による情報の提供及び助言（手段、頻度 等） 

 経営発達支援事業の実施・実施に係る指導及び助言、目標達成に向けた進捗管理、事業の評価・

見直しをする際の必要な情報の提供を行う。 

 

（３）商工会／商工会議所、関係市町村連絡先 

①商工会 

 〒086-1832 北海道目梨郡羅臼町船見町 46 番地 1 

  羅臼町商工会 

  TEL：0153-87-2300／FAX：0153-87-2579 

  E-mail：rausu-shoukoukai@siretoko-rausu.com 

 

②関係市町村 

 〒086-1892 北海道目梨郡羅臼町栄町 100 番地 83 

  羅臼町 産業創生課 

  TEL：0153-87-2111／FAX：0153-87-2358 

  E-mail：shiretoko-rausu120@rausu-town.jp 
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（別表３） 

 経営発達支援事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

                                      （単位 千円） 

 
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

必要な資金の額 4,700 4,700 4,700 4,700 4,700 

 

 

○セミナー開催費 

 

○専門家派遣費謝金 

 

○通信運搬費 

 

○印刷製本費 

 

○商談会等出展費 

 

○広報費 

 

○職員研修費 

 

 

 

 

200 

 

500 

 

200 

 

1,000 

 

2,000 

 

500 

 

300 

 

200 

 

500 

 

200 

 

1,000 

 

2,000 

 

500 

 

300 

 

 

200 

 

500 

 

200 

 

1,000 

 

2,000 

 

500 

 

300 

 

 

200 

 

500 

 

200 

 

1,000 

 

2,000 

 

500 

 

300 

 

 

200 

 

500 

 

200 

 

1,000 

 

2,000 

 

500 

 

300 

 

（備考）必要な資金の額については、見込み額を記載すること。 

調達方法 

 

 国補助金、道補助金、町補助金、会費収入、手数料収入  等 

 

（備考）調達方法については、想定される調達方法を記載すること。 
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（別表４） 

 経営発達支援計画を共同して作成する商工会又は商工会議所及び関係市町村以外の者を連携して経

営発達支援事業を実施する者とする場合の連携に関する事項 

連携して事業を実施する者の氏名又は名称及び住所 

並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

 

連携して実施する事業の内容 

① 

② 

③ 

・ 

・ 

・ 

連携して事業を実施する者の役割 

① 

② 

③ 

・ 

・ 

・ 

連携体制図等 

① 

 

 

 

 

 

② 

 

 

 

 

 

③ 

 

 

 

 

 

 

 

 


